
 

パブリック・コメント手続（意見募集） 

 

 

 

(仮称)乳児等通園支援事業の設備及び運営
に関する基準を定める条例の制定について 
 
 
 
 
 

意見募集期間 

 

令和７年（2025 年） 

５月 12 日（月）～６月２日（月） 
 

お問い合わせ先：民生局福祉こども部子育て支援課 

電話 046-822-8224（直通） 

 

 

 

 

横  須  賀  市 



 

パブリック・コメント手続について 
 

 

 市政の透明化・公正化をすすめ、市民の皆さんが市政へ参画しやす

くするために、市の重要な政策の決定に当たって、次の手順で行う一

連の手続をいいます。 

 

  (１) 市の基本的な政策決定に当たり、その内容等を事前に公表し 

ます。 

  (２) 公表したものに対する市民の皆さんからのご意見の提出を受 

け付けます。 

  (３) お寄せいただいたご意見の概要とご意見に対する市の考え方、 

公表した内容等を変更した場合はその内容を公表します。 
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パブリック・コメント手続にあたって 

 
 

 令和６年６月 12日に公布された子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６

年法律第 47 号。以下「改正法」 という。）において、すべてのこどもの育ちを応援し、こ

どもの良質な生育環境を整備するとともに、すべての子育て家庭に対して、多様な働き方

やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、月一定時間までの利用可能

枠の中で、就労要件を問わず時間単位で利用できる新たな制度として、乳児等通園支援事

業(こども誰でも通園制度)が創設されました(令和７年４月１日施行予定)。 

令和７年度中は地域子ども・子育て支援事業として実施し、令和８年度からは新たな給

付制度として全自治体で実施される予定であり、その設備及び運営に関する基準は、児童

福祉法に基づき、市町村が条例で定めることとされています。 

これを受け、本市においても、乳児等通園支援事業を適切に実施していくにあたり必要

な基準を定めるため、新規に「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例」を制定します。 

この度のパブリック・コメント手続は、この条例案に対してご意見を伺うものです。 

 

 

《制定する条例》 

 (仮称)乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例【新規】 

 

 

 

【目 次】 

 

◆  (仮称)乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例案に

ついて                             ２ 

◆  意見の提出方法                         16 

 

(参考資料) 

・乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準(令和 7年内閣府令第 1号) 
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◆(仮称)乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例案につ

いて 

１ 条例制定の趣旨 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）の改正に伴い、乳児等通園

支援事業の設備及び運営について、内閣府令で定める基準（以下「設備運営基準」という。）

に従い、又は設備運営基準を参酌して、条例で基準を定めることとされました。 
これらを踏まえて、本条例は、乳児等通園支援事業を適切に実施するために必要な基準

について定めるものです。 

 

２ 乳児等通園支援事業(こども誰でも通園制度)の概要 

 (1)対 象 児 童 0歳6か月から満３歳未満の、保育所等を利用していない子ども 

 (2)利 用 時 間 １か月あたり10時間(令和７年度の上限時間) 

(3)実施対象施設 保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、幼稚園等 

 

３ 新基準の概要等 

・本市において特段の事情がないため、本市が策定する条例基準は、国が策定した基準

の通りとします。 

 ・国が策定した基準は、類似事業である一時預かり事業と同程度の基準です。 

 ・国が策定した基準の具体的な規定内容は、事業の区分、安全計画等の策定義務、設備

の基準、職員配置の基準等です。 

 ・国の基準の策定に当たっては、こども家庭庁が令和６年12月６日(金)から令和７年１月

4日(土)にパブリック・コメントを実施済みです。 
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４ 条例案 

(趣旨) 

第１条 この条例は、児童福祉法(昭和22年法律第164号。以下「法」という。)第34条の

16第１項の規定に基づき乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定めるも

のとする。 

(乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準) 

第２条 法第34条の16第１項に規定する条例で定める乳児等通園支援事業の設備及び運

営に関する基準は、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準(令和７年内閣府

令第１号)で定める基準のとおりとする。 

【解説】 

 この条例は、法第34条の16第１項の規定に基づき、横須賀市における乳児等通園支援事

業の設備及び運営に関する基準を定めるものです。 

 条例の制定にあたり、本市において特段の事情がないため、国が策定した「乳児等通園

支援事業の設備及び運営に関する基準(従うべき基準・参酌すべき基準)」の通りとします。 

従うべき基準 法令の「従うべき基準」と異なる内容を定めることは許容され

ないが、当該基準に従う範囲内で、地域の実情に応じた内容を

定めることが許容される基準。 

参酌すべき基準 法令の「参酌すべき基準」を十分参照した結果としてであれば、

地域の実情に応じて、異なる内容を定めることが可能な基準。 

 

 

(その他の事項) 

第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

【解説】 

 この条例を施行するに際して必要な事項を市長が規則、規程等により定めることとする

ものです。 

 

附 則 

(施行期日) 

この条例は、令和７年10月１日から施行する。 

【解説】 

 この条例は、令和７年10月１日からの施行を予定しています。 
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府令(国の基準)のうち、従うべき基準と参酌すべき基準の一覧 

条 項目名 従うべき基準 参酌すべき基準 

１ 趣旨 ― ― 

２ 最低基準の目的  〇 

３ 最低基準の向上  〇 

４ 最低基準と乳児等通園支援事業者  〇 

５ 乳児等通園支援事業者の一般原則  〇 

６ 乳児等通園支援事業者と非常災害  〇 

７ 安全計画の策定等 〇  

８ 自動車を運行する場合の所在の確認 〇  

９ 乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件  〇 

10 乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上

等 

 〇 

11 他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及

び職員の基準 

〇  

12 利用乳幼児を平等に取り扱う原則 〇  

13 虐待等の防止 〇  

14 衛生管理等  〇 

15 食事 〇  

16 乳児等通園支援事業所内部の規程  〇 

17 乳児等通園支援事業所に備える帳簿  〇 

18 秘密保持等 〇  

19 苦情への対応  〇 

20 乳児等通園支援事業の区分 〇  

21 設備の基準 〇  

22 職員 〇  

23 乳児等通園支援の内容 〇  

24 保護者との連絡  〇 

25 設備及び職員の基準 〇  

26 準用  〇 

27 電磁的記録  〇 

附則1 施行期日 ― ― 

附則2 経過措置 ― ― 
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令和七年内閣府令第一号 

乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十四条の十六第二項の規定に基づき、

及び同法を実施するため、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を次のように

定める。 

 

（趣旨） 

第一条 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第三十四条の

十六第二項の内閣府令で定める基準（以下この条において「設備運営基準」という。）は、

次の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める規定による基準とする。 

一 法第三十四条の十六第一項の規定により、同条第二項第一号に掲げる事項について市

町村（特別区を含む。以下同じ。）が条例を定めるに当たって従うべき基準 第十一条（乳

児等通園支援事業者（市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）の監督に属する乳児等

通園支援事業（法第六条の三第二十三項に規定する乳児等通園支援事業をいう。以下同

じ。）の職員に係る部分に限る。）、第二十二条及び第二十五条（職員に係る部分に限る。）

の規定による基準 

二 法第三十四条の十六第一項の規定により、同条第二項第二号に掲げる事項について市

町村が条例を定めるに当たって従うべき基準 第七条、第八条、第十二条、第十三条、第

十五条、第十八条、第二十条、第二十一条（調理設備に係る部分に限る。）、第二十三条（第

二十六条において準用する場合を含む。）及び第二十五条（設備に係る部分に限る。）の規

定による基準 

三 法第三十四条の十六第一項の規定により、同条第二項各号に掲げる事項以外の事項に

ついて市町村が条例を定めるに当たって参酌すべき基準 この府令に定める基準のうち、

前二号に定める規定による基準以外のもの 

２ 設備運営基準は、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練

を受けた職員（乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「乳児等通園支援事業所」という。）

の管理者を含む。以下同じ。）が、乳児等通園支援（乳児等通園支援事業として行う法第

六条の三第二十三項の乳児又は幼児への遊び及び生活の場の提供並びにその保護者への

面談及び当該保護者への援助をいう。以下同じ。）を提供することにより、乳児等通園支

援事業を利用している乳児又は幼児（以下「利用乳幼児」という。）が、心身ともに健や

網掛け部分：参酌すべき基準 
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かに育成されることを保障するものとする。 

３ 内閣総理大臣は、設備運営基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 

（最低基準の目的） 

第二条 法第三十四条の十六第一項の規定により市町村が条例で定める基準（以下「最低

基準」という。）は、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練

を受けた職員が乳児等通園支援を提供することにより、利用乳幼児が、心身ともに健やか

に育成されることを保障するものとする。 

 

（最低基準の向上） 

第三条 市町村長は、その管理に属する法第八条第四項に規定する市町村児童福祉審議会

を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては児童の保護者その他

児童福祉に係る当事者の意見を聴き、その監督に属する乳児等通園支援事業を行う者（以

下「乳児等通園支援事業者」という。）に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営を

向上させるように勧告することができる。 

２ 市町村は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 

（最低基準と乳児等通園支援事業者） 

第四条 乳児等通園支援事業者は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上さ

せなければならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている乳児等通園支援事業者において

は、最低基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。 

 

（乳児等通園支援事業者の一般原則） 

第五条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、一人一人

の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼児の保護者及

び地域社会に対し、その行う乳児等通園支援事業の運営の内容を適切に説明するよう努め

なければならない。 

３ 乳児等通園支援事業者は、自らその提供する乳児等通園支援の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない。 

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結果を公表し、

常にその改善を図るよう努めなければならない。 

５ 乳児等通園支援事業所には、法に定める事業の目的を達成するために必要な設備を設
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けなければならない。 

６ 乳児等通園支援事業所の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生及び利用乳

幼児に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

 

（乳児等通園支援事業者と非常災害） 

第六条 乳児等通園支援事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必

要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注

意と訓練（次項の訓練を除く。）をするように努めなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、少なくとも毎月一回、避難及び消火に関する訓練を行わな

ければならない。 

 

（安全計画の策定等） 

第七条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、乳児等通園支援

事業所ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対す

る事業所外での活動、取組等を含めた乳児等通園支援事業所での生活その他の日常生活に

おける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他乳児等通園支援事業所における安全

に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当

該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られ

るよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする。 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第八条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動

その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車

の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用

乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれ

と並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しな

いものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少

ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他
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の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の

確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。 

 

（乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件） 

第九条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備

え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際につ

いて訓練を受けた者でなければならない。 

 

（乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等） 

第十条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研鑽さんに励み、法に定める事業の目

的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なければならない。 

 

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第十一条 乳児等通園支援事業所は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、その

行う乳児等通園支援に支障がない場合に限り、必要に応じ当該乳児等通園支援事業所の設

備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることが

できる。 

 

（利用乳幼児を平等に取り扱う原則） 

第十二条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利用に要

する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

 

（虐待等の防止） 

第十三条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第三十三条の十各号に

掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

（衛生管理等） 

第十四条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用に供す

る水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努め
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なければならない。 

３ 乳児等通園支援事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それら

の管理を適正に行わなければならない。 

 

（食事） 

第十五条 乳児等通園支援事業者は、食事の提供を行う場合（施設外で調理し運搬する方

法により行う場合を含む。）においては、当該施設において行うことが必要な調理のため

の加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

 

（乳児等通園支援事業所内部の規程） 

第十六条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運営についての重

要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

一 乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針 

二 その提供する乳児等通園支援の内容 

三 職員の職種、員数及び職務の内容 

四 乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに行わない日 

五 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

六 乳児、幼児の区分ごとの利用定員 

七 乳児等通園支援事業の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項 

八 緊急時等における対応方法 

九 非常災害対策 

十 虐待の防止のための措置に関する事項 

十一 その他乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項 

 

（乳児等通園支援事業所に備える帳簿） 

第十七条 乳児等通園支援事業所には、職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の状況を

明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。 

 

（秘密保持等） 

第十八条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用

乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければな

らない。 
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（苦情への対応） 

第十九条 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関する利用乳幼児又は

その保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口

を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関し、市町村からの指導又は

助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

 

（乳児等通園支援事業の区分） 

第二十条 乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活用型乳児等通園

支援事業とする。 

２ 一般型乳児等通園支援事業とは、乳児等通園支援事業であって次項に定めるものに該

当しないものをいう。 

３ 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども園（就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号。以下「認

定こども園法」という。）第二条第六項に規定する認定こども園をいい、保育所であるも

のを除く。以下同じ。）又は家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。以下同じ。）

を行う事業所において、当該施設又は事業を利用する児童の数（以下この項において「利

用児童数」という。）がその施設又は事業に係る利用定員の総数に満たない場合であって、

当該利用定員の総数から当該利用児童数を除いた数以下の数の乳幼児を対象として行う

乳児等通園支援事業をいう。 

 

（設備の基準） 

第二十一条 一般型乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「一般型乳児等通園支援事業

所」という。）の設備の基準は、次のとおりとする。 

一 乳児又は満二歳に満たない幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、乳児

室又はほふく室及び便所を設けること。 

二 乳児室の面積は、乳児又は前号の幼児一人につき一・六五平方メートル以上であるこ

と。 

三 ほふく室の面積は、乳児又は第一号の幼児一人につき三・三平方メートル以上である

こと。 

四 乳児室又はほふく室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備えること。 

五 満二歳以上の幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、保育室又は遊戯室

及び便所を設けること。 
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六 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児一人につき一・九八平方メートル以上である

こと。 

七 保育室又は遊戯室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備えること。 

八 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）を二階に設ける建

物は、次のイ、ロ及びヘの要件に、保育室等を三階以上に設ける建物は、次の各号に掲げ

る要件に該当するものであること。 

イ 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第九号の二に規定する耐火建築物

又は同条第九号の三に規定する準耐火建築物であること。 

ロ 保育室等が設けられている次の表の上欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分

ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる施設又は設備が一以上設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 

二階 

  

常用 1 屋内階段 

2 屋外階段 

避難用 1 建築基準法施行令(昭和二十五年政令第三百三十八号)第百二十

三条第一項各号又は同条第三項各号に規定する構造の屋内階段

(ただし、同条第一項の場合においては、当該階段の構造は、建

築物の一階から二階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バル

コニー又は付室を通じて連絡することとし、かつ、同条第三項第

三号、第四号及び第十号を満たすものとする。) 

2 待避上有効なバルコニー 

3 建築基準法第二条第七号の二に規定する準耐火構造の屋外傾斜

路又はこれに準ずる設備 

4 屋外階段 

三階 

  

常用 1 建築基準法施行令第百二十三条第一項各号又は同条第三項各号

に規定する構造の屋内階段 

2 屋外階段 

避難用 1 建築基準法施行令第百二十三条第一項各号又は同条第三項各号

に規定する構造の屋内階段(ただし、同条第一項の場合において

は、当該階段の構造は、建築物の一階から三階までの部分に限り、

屋内と階段室とは、バルコニー又は付室を通じて連絡することと

し、かつ、同条第三項第三号、第四号及び第十号を満たすものと

する。) 
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2 建築基準法第二条第七号に規定する耐火構造の屋外傾斜路又は

これに準ずる設備 

3 屋外階段 

四階以上 常用 1 建築基準法施行令第百二十三条第一項各号又は同条第三項各号

に規定する構造の屋内階段 

2 建築基準法施行令第百二十三条第二項各号に規定する構造の屋

外階段 

避難用 1 建築基準法施行令第百二十三条第一項各号又は同条第三項各号

に規定する構造の屋内階段(ただし、同条第一項の場合において

は、当該階段の構造は、建築物の一階から保育室等が設けられて

いる階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付

室(階段室が同条第三項第二号に規定する構造を有する場合を除

き、同号に規定する構造を有するものに限る。)を通じて連絡す

ることとし、かつ、同条第三項第三号、第四号及び第十号を満た

すものとする。) 

2 建築基準法第二条第七号に規定する耐火構造の屋外傾斜路 

3 建築基準法施行令第百二十三条第二項各号に規定する構造の屋

外階段 

ハ ロに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分か

らその一に至る歩行距離が三十メートル以下となるように設けられていること。 

ニ 一般型乳児等通園支援事業所に調理設備（次に掲げる要件のいずれかに該当するもの

を除く。以下このニにおいて同じ。）を設ける場合には、当該調理設備以外の部分と一般

型乳児等通園支援事業所の調理設備の部分が建築基準法第二条第七号に規定する耐火構

造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第百十二条第一項に規定する特定防火設備で区

画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若し

くは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられてい

ること。 

（１） スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられているこ

と。 

（２） 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調理設備

の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。 

ホ 一般型乳児等通園支援事業所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料で
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していること。 

ヘ 保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故を防止する

設備が設けられていること。 

ト 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられている

こと。 

チ 一般型乳児等通園支援事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎

処理が施されていること。 

 

（職員） 

第二十二条 一般型乳児等通園支援事業所には、保育士（国家戦略特別区域法（平成二十

五年法律第百七号）第十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある一般型乳児等通

園支援事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育

士。以下この条において同じ。）その他乳児等通園支援に従事する職員として市町村長が

行う研修（市町村長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了し

た者（以下この条において「乳児等通園支援従事者」という。）を置かなければならない。 

２ 乳児等通園支援従事者の数は、乳児おおむね三人につき一人以上、満一歳以上満三歳

未満の幼児おおむね六人につき一人以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。ただし、

一般型乳児等通園支援事業所一につき二人を下ることはできない。 

３ 第一項に規定する乳児等通園支援従事者は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従

事するものでなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、専ら当

該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員を一人とすることができる。 

一 当該一般型乳児等通園支援事業と保育所、幼稚園、認定こども園その他の施設又は事

業（以下「保育所等」という。）とが一体的に運営されている場合であって、当該一般型

乳児等通園支援事業を行うに当たって当該保育所等の職員（保育その他の子育て支援に従

事する職員に限る。）による支援を受けることができ、かつ、専ら当該一般型乳児等通園

支援事業に従事する職員が保育士であるとき。 

二 当該一般型乳児等通園支援事業を利用している乳幼児の人数が三人以下である場合で

あって、保育所等を利用している乳幼児の保育が現に行われている乳児室、ほふく室、保

育室又は遊戯室において当該一般型乳児等通園支援事業が実施され、かつ、当該一般型乳

児等通園支援事業を行うに当たって当該保育所等の保育士による支援を受けることがで

きるとき。 

 

（乳児等通園支援の内容） 

第二十三条 一般型乳児等通園支援事業における乳児等通園支援は、児童福祉施設の設備
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及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号）第三十五条に規定する内閣総

理大臣が定める指針に準じ、乳児等通園支援事業の特性に留意して、利用乳幼児及びその

保護者の心身の状況等に応じて提供されなければならない。 

 

（保護者との連絡） 

第二十四条 一般型乳児等通園支援事業を行う者は、利用乳幼児の保護者と密接な連絡を

とり、乳児等通園支援の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得るよう努めなけれ

ばならない。 

 

（設備及び職員の基準） 

第二十五条 余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「余裕活用型乳児等通園

支援事業所」という。）の設備及び職員の基準は、次の各号に掲げる施設又は事業所の区

分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

一 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（保育所に係るものに限る。） 

二 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 認定こども園法第三条第二項に規定す

る主務大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準 

三 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運

営に関する基準（平成二十六年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第一号） 

四 家庭的保育事業等を行う事業所 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平

成二十六年厚生労働省令第六十一号）（居宅訪問型保育事業に係るものを除く。） 

 

（準用） 

第二十六条 第二十三条及び第二十四条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業につい

て準用する。この場合において、第二十三条中「一般型乳児等通園支援事業」とあるのは

「余裕活用型乳児等通園支援事業」とし、第二十四条中「一般型乳児等通園支援事業を行

う者」とあるのは「余裕活用型乳児等通園支援事業を行う者」とする。 

 

（電磁的記録） 

第二十七条 乳児等通園支援事業者及びその職員は、記録、作成その他これらに類するも

ののうち、この府令の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その

他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定さ

れるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子
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計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この府令は、令和七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この府令の公布の日から令和七年三月三十一日までの間においては、子ども・子

育て支援法等の一部を改正する法律（令和六年法律第四十七号）第四条の規定による改正

後の法第三十四条の十六第一項の規定に基づく市町村の条例が制定施行されるまでの間

は、この府令に規定する基準は、当該市町村が同項の規定に基づき条例で定める基準とみ

なすことができる。 
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意 見 の 提 出 方 法 

 

１ 提出期間 令和７年(2025 年)５月 12 日（月）から６月２日（月）まで 

 

２ あ て 先 民生局福祉こども部子育て支援課 

 

３ 提出方法  

○書式は特に定めておりません。 

  ○住所及び氏名を明記してください。なお、市外在住の方の場合は、次の

項目についても明記してください。 

    １ 市内在勤の場合勤務先名・所在地 

    ２ 市内在学の場合学校名・所在地 

       ３ 本市に納税義務のある場合納税義務があることを証する事項 

    ４ 当該パブリック・コメント案件に利害関係を有する場合利害関係が

あることを証する事項 

  ○次のいずれの方法により提出してください。 

   １直接持ち込み 

     ・民生局福祉こども部子育て支援課横須賀市役所はぐくみ館５階 

     ・市政情報コーナー横須賀市役所２号館１階 34 番窓口 

     ・各行政センター 

   ２郵送 

       〒238－8550 

      横須賀市小川町 11 番地 

      横須賀市役所 民生局福祉こども部子育て支援課 

   ３ファクシミリ 

      ０４６－８２７－０６５２ 

４電子メール 

  cfgi-cfr@city.yokosuka.kanagawa.jp  

 

個々のご意見等には直接回答はいたしませんので、予め御了承ください。 

いただいたご意見等とこれに対する考え方は、意見募集期間終了後すみやか

に公表いたします。 
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